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令和５年通信利用動向調査（企業編）の概要 

 

 

１ 調査の目的等 

  本調査は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づく一般統計調査である。この調査により、企業に

おける情報通信ネットワークの構築状況及び情報通信サービスの利用動向を把握し、情報通信行政

の施策の策定及び評価のための基礎資料とする。 

 

２ 調査の概要 

（１）調査の範囲等 

 

   

（２）調査事項 

・インターネット及びその接続回線の利用状況 

・インターネットによる情報発信の状況 

・クラウドコンピューティングの利用状況 

・テレワークの導入状況 

・情報通信ネットワークの安全対策 

・ＩｏＴ・ＡＩなどによるデジタルデータの収集及び利活用状況 

・個人データの利活用 

など

地 域

調査における産業区分 日本標準産業分類（令和５年６月改訂）上の産業分類との比較

建設業 「Ｄ 建設業」

製造業 「Ｅ 製造業」

情報通信業 「Ｇ 情報通信業」

運輸業・郵便業 「Ｈ 運輸業，郵便業」

卸売・小売業 「Ｉ 卸売業，小売業」

金融・保険業 「Ｊ 金融業，保険業」

不動産業 「Ｋ 不動産業，物品賃貸業」（中分類「70 物品賃貸業」を除く）

サービス業、その他

「Ａ 農業，林業」、「Ｂ 漁業」、「Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業」、
「Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業」、
「Ｋ 不動産業，物品賃貸業」のうち中分類「70 物品賃貸業」、
「Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業」、
「Ｍ 宿泊業，飲食サービス業」、「Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業」、
「Ｏ 教育、学習支援業」、「Ｐ 医療、福祉」、「Ｑ 複合サービス事業」
及び「Ｒ サービス業（他に分類されないもの）」

使用名簿

選定方法

抽出方法

抽出数

調査方法

調査時点 令和５年８月末

郵送及びオンライン（電子調査票）による調査票の送付・回収、報告者自記入による

客体の
選定方法等

調査の範囲
企 業

以下の産業に属する、常用雇用者が100人以上の企業（事業所本所又は単独事業所）

6,121企業

全国

事業所母集団データベースから提供を受けた母集団情報

無作為抽出

常用雇用者規模を層化基準とした業種別の系統抽出法



2 

 

３ 回収状況 

発送数 無効数 1) 有効回答数 有効回収率 2) 

６，１２１ １，４０６ ２,６４０ ５６．０％ 

1) 宛先不明のため返却された件数及び白紙などで無効とした件数 

2) 有効回答数÷（発送数－無効数）×100 

 

 

４ 集計結果の留意事項 

 （１）比重調整について 

調査対象の選定においては、産業・従業者規模ごとに企業数を反映させるように配慮した業種

別の系統抽出法を採用した。回収率が産業・従業者規模により異なっており、回収結果の地方・

産業別構成は母集団と多少乖離が生じている。このため、本調査では、「事業所母集団データベ

ース」を用いて算出した下記の比重値を回収結果に乗じる比重調整を行っている。 

 

企業用比重値 

（地方別、産業別） 

 
 

（２）計数等について 

ア 集計結果については、表示単位に満たない部分を四捨五入しているため、個々の比率の合計

が全体を示す数値と一致しない場合がある。 

イ 資料中の「ｎ」は、その質問に対する回収総数（比重調整前の集計数）である。 

建設業 384 北海道 108

製造業 426 東北 159

運輸業・郵便業 394 北関東 97

卸売・小売業 375 南関東 965

金融・保険業 189 北陸 68

不動産業 173 甲信越 120

情報通信業 293 東海 324

サービス業、その他 406 近畿 363

計 2,640 中国 128

四国 68

100-299人 1,853 九州･沖縄 240

300-999 人 564 2,640

1,000-1,999人 117

2,000人以上 106

計 2,640

地方

従業者
規模

計

産業

北海道 0.21446 1.09285 0.57143 1.37229 0.17038 0.31455 0.51676 1.64351
東北 0.23520 1.63355 0.50207 1.30433 0.18349 0.15727 0.39318 1.74530
北関東 0.37221 1.85234 0.49941 1.21502 0.11533 0.14417 0.42988 1.67483
南関東 0.33678 1.79093 0.63230 1.67995 0.18536 0.30365 0.58421 2.42225
北陸 0.20970 1.29897 0.44561 1.33921 0.20970 0.41940 0.78637 2.90083
甲信越 0.20970 1.29045 0.44561 0.97951 0.11533 0.31455 0.32765 1.56946
東海 0.33639 1.53037 0.50623 1.69609 0.12232 0.16976 0.31997 1.91249
近畿 0.35199 1.74458 0.84928 1.41708 0.14562 0.28100 0.64220 2.03327
中国 0.32037 1.19179 0.72469 1.34469 0.15727 0.16476 0.32765 2.20766
四国 0.30799 1.45915 0.57667 0.95762 0.15727 0.19659 0.27960 1.64701
九州･沖縄 0.31600 1.41084 0.63335 1.22111 0.17038 0.16227 0.38604 2.02472

不動産業
サービス業、

その他

産 業
地方 建設業 製造業

運輸業・
郵便業

卸売・
小売業

金融・
保険業

情報通信業
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（３）時系列での比較について 

産業分類の変更等による本調査の産業区分等の変更に伴い、時系列での比較については、

以下のとおり注意を要する。 

ア 「運輸業」については、平成 17 年調査までは「運輸・通信業」の数値、「卸売・小売業」につい

ては、平成 17 年調査までは「卸売・小売業、飲食店」の数値である。 

イ 平成 18 年調査までの「不動産業」は、サンプル数が十分でなかったことから「サービス業、そ

の他」に含めていた。平成 19 年調査以降においても「サービス業、その他」に含めていたが、平

成 29 年調査から独立した表章区分としている。 

ウ 「情報通信業」については、平成 28 年調査まではサンプル数が十分でなかったことから「サ

ービス業・その他」に含めていたが、平成 29年調査からサンプル数を増やして独立した表章区

分としている。 

 

（４）地方別表章の区分について 

統計表における地方区分は、以下のとおりである。 

北海道 

東北 （青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島） 

北関東 （茨城、栃木、群馬） 

南関東 （埼玉、千葉、東京、神奈川） 

北陸 （富山、石川、福井） 

甲信越 （新潟、山梨、長野） 

東海 （岐阜、静岡、愛知、三重） 

近畿 （滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山） 

中国 （鳥取、島根、岡山、広島、山口） 

四国 （徳島、香川、愛媛、高知） 

九州・沖縄 （福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

 

（５）主な分類項目の誤差率 

 

標準誤差 標本誤差 標準誤差 標本誤差

建設業 2.3% 4.6% 1,000万円未満 4.8% 9.4%
製造業 2.4% 4.7% 1,000万円～3,000万円未満 1.9% 3.8%
運輸業・郵便業 2.4% 4.7% 3,000万円～5,000万円未満 2.6% 5.0%
卸売・小売業 2.5% 5.0% 5,000万円～1億円未満 1.9% 3.8%
金融・保険業 3.0% 5.9% 1億円～5億円未満 2.1% 4.1%
不動産業 3.4% 6.6% 5億円～10億円未満 6.2% 12.2%
情報通信業 2.8% 5.4% 10億円～50億円未満 4.0% 7.8%
サービス業、その他 2.5% 4.8% 50億円以上 3.9% 7.6%

0.9% 1.9% 0.9% 1.9%

北海道 4.7% 9.1% 100～299人 1.1% 2.2%
東北 3.8% 7.5% 300人以上計 1.7% 3.4%
北関東 5.0% 9.7% 300～999人 2.1% 4.0%
南関東 1.6% 3.1% 1000～1999人 4.5% 8.8%
北陸 5.9% 11.6%   2000人以上 4.7% 9.2%
甲信越 4.4% 8.6% 0.9% 1.9%
東海 2.7% 5.3%
近畿 2.6% 5.0%
中国 4.3% 8.4%
四国 5.9% 11.5%
九州･沖縄 3.1% 6.1%

0.9% 1.9%

※集計対象が全企業（2,640企業）である場合の標本比率の誤差率である。また標本誤差の信頼区間の幅は1.96（信頼度95％）である。

算出式は以下のとおり。

Ｐ＝母集団比率（標本比率で代用。誤差が最大となる0.5として算出）

標本比率の標本誤差＝ K＝信頼区間の幅

従業者
規模

全体

全体

資本金

分類項目 分類項目

全体

地方

産業

全体

Ｎ－ｎ

Ｎ－１

Ｐ（１－Ｐ）

ｎ
×K ×
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第１章  インターネットの接続状況 
 

１  インターネットの利用 

 

（１）インターネットの利用状況 

インターネットを利用している企業の割合は 99.8％となっており、ほとんどの企業においてイ

ンターネットが活用されている（図表 １-１ 参照）。 【企 7表】 

（【 】は統計表の番号を指す。以下同じ。） 

 

図表 １-１ インターネットの利用状況（時系列） 

97.5 

98.1 

97.6 

98.1 

98.7 

99.0 

99.5 

98.8 

98.8 

99.1 

97.8 

98.7 

99.9 

99.5 

99.5 

99.5 

99.6 

99.5 

99.8 

99.7 

99.8 

2.1 
1.3 

2.1 

1.2 

0.6 

0.7 

0.1 

0.4 

0.7 

0.1 

0.1 

0.4 

-

0.4 

0.1 

0.3 

0.2 

0.4 

0.1 

0.2 

0.2 

0.4

0.6

0.3

0.8

0.7

0.3

0.3

0.9

0.4

0.8

2.1

1.0

0.1

0.1

0.4

0.3

0.2

0.1

0.2

0.1

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成15年( n＝2,273 )

平成16年( n＝1,865 )

平成17年( n＝1,406 )

平成18年( n＝1,836 )

平成19年( n＝2,158 )

平成20年( n＝2,012 )

平成21年( n＝1,834 )

平成22年( n＝2,119 )

平成23年( n＝1,905 )

平成24年( n＝2,086 )

平成25年( n＝2,216 )

平成26年( n＝2,136 )

平成27年( n＝1,845 )

平成28年( n＝2,032 )

平成29年( n＝2,592)

平成30年( n＝2,119)

令和元年( n＝2,122)

令和２年( n＝2,223)

令和３年( n＝2,396)

令和４年( n＝2,428)

令和５年( n＝2,640)

利用している 利用していない 無回答

(％)

 
※平成 22 年までは「全社的に利用している」と「一部の事業所又は部門で利用している」を「利用している」、 

「利用していないが、今後利用予定がある」と「利用していないし、今後も必要ない」を「利用していない」として再集計した 
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（２）インターネットの接続回線 

インターネット利用企業の接続形態をみると、「光回線（ＦＴＴＨ回線）」の割合が 89.9％と最

も高く、次いで「専用線」（11.7％）、「ＩＳＤＮ回線」（6.8％）などとなっている（図表 １-２ 参

照）。 

産業分類別、および従業者規模別にみると、全ての層で「光回線（ＦＴＴＨ回線）」が圧倒的に

高くなっている（図表 １-３ 参照）。 【企 8表】 

 

図表 １-２ インターネットの接続回線（時系列） 

95.0 

87.5 

11.6 

4.1 

1.5 

3.5 

0.4 

12.4 

8.6 

6.3 

1.6 

95.6 

89.8 

11.0 

3.8 

1.0 

2.0 

1.0 

11.8 

7.4 

6.3 

1.7 

95.9 

89.9 

11.7 

2.4 

1.6 

1.4 

0.6 

10.9 

6.8 

5.7 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ブロードバンド回線

光回線（ＦＴＴＨ回線）

専用線

ケーブルテレビ回線

（ＣＡＴＶ回線）

固定無線回線（ＦＷＡ）

ＤＳＬ回線

ＢＷＡアクセスサービス

ナローバンド回線

ＩＳＤＮ回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

その他

令和３年（n＝2,393）

令和４年（n＝2,422）

令和５年（n＝2,636）

（％）

（注）「インターネットに接続していない・不詳」および「無回答」は表示していない

（複数回答）
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図表 １-３ インターネットの接続回線（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％

電
話
回
線

(

ダ
イ
ヤ
ル
ア

ッ
プ

)

Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ
回
線

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
回
線

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
回
線

)

光
回
線

（
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
回
線

)

固
定
無
線
回
線

（
Ｆ
Ｗ
Ａ

）

Ｂ
Ｗ
Ａ
ア
ク
セ
ス
サ
ー

ビ
ス

Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線

専
用
線

そ
の
他

全 体 2,636 10.9 5.7 6.8 95.9 2.4 89.9 1.6 0.6 1.4 11.7 2.1 - 0.5 

[産業分類]

建設業 384 5.5 3.9 3.3 95.9 2.9 91.3 2.1 1.5 2.7 12.9 3.4 - 1.0 

製造業 426 7.8 4.1 5.2 96.9 1.3 89.3 1.3 0.5 1.6 14.7 0.8 - 1.0 

運輸業・郵便業 394 12.9 6.0 7.6 95.3 1.8 90.9 3.1 1.7 1.9 9.5 2.1 - 1.2 

卸売・小売業 372 15.2 7.7 10.6 95.0 3.1 90.2 0.5 0.2 0.7 11.1 3.0 - - 

金融・保険業 189 11.0 3.9 9.4 97.4 1.4 83.8 2.7 2.9 3.2 38.9 5.4 - 0.5 

不動産業 172 9.4 5.0 4.9 96.1 1.5 88.8 2.9 1.4 2.9 16.4 1.1 - 0.4 

情報通信業 293 7.3 2.4 5.5 97.5 1.8 88.8 2.4 0.7 1.2 19.6 4.3 - 0.4 

サービス業、その他 406 11.6 6.5 6.3 95.6 3.0 90.2 1.8 0.3 1.2 7.4 2.1 - 0.2 

[従業者規模]

100～299人 1,849 11.3 5.5 7.2 95.7 2.3 90.3 1.6 0.4 1.3 8.4 2.1 - 0.5 

300人以上計 787 10.0 6.0 5.9 96.4 2.6 88.7 1.8 1.2 1.6 19.6 2.3 - 0.5 

300～499人 330 10.0 7.9 4.1 95.3 1.5 92.0 1.6 0.4 0.8 7.9 1.6 - 0.7 

500～999人 234 9.7 5.0 6.6 95.9 2.6 87.2 2.3 0.7 0.4 20.6 2.1 - 0.6 

1,000～1,999人 117 7.5 5.1 3.0 97.8 5.0 89.6 0.2 0.9 3.3 27.9 4.8 - - 

2,000人以上 106 13.2 3.3 13.0 99.8 4.1 81.0 2.4 5.0 5.6 47.0 2.8 - - 

（複数回答）

集
計
企
業
数

ナ
ロ
ー

バ
ン
ド
回
線

無
回
答

インターネットの接続回線

ブ
ロ
ー

ド
バ
ン
ド
回
線

不
詳
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第２章  インターネットによる情報発信 
 

１  ホームページの活用 

 

（１）ホームページの開設状況 

自社のホームページを開設している企業の割合は 93.0％と、前年（令和４年）から 1.2ポイン

トの上昇となっている。 

産業分類別にみると、情報通信業（99.8％）、建設業（98.1％）、および金融・保険業（97.9％）

でそれぞれ 95％以上となっている（図表 ２-１ 参照）。 

従業者規模別にみると、従業者規模の大きい企業ほど開設している割合が高い傾向にある（図

表 ２-２ 参照）。 【企 9表】 

 

図表 ２-１ ホームページの開設状況（時系列、産業分類別） 
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図表 ２-２ ホームページの開設状況の推移（従業者規模別） 
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（２）ホームページのＪＩＳ規格への準拠の状況 

自社のホームページにおける、JIS X 8341-3:2016（ウェブコンテンツのアクセシビリティに関

する規格）への準拠の状況については、「この規格およびアクセシビリティとは何かを知らなかっ

た」が 53.0％と最も高くなっている（図表 ２-３ 参照）。 

産業分類別にみると、金融・保険業では、「この規格（相当する国際規格などを含む）を満たし

ている」（8.5％）、「この規格を満たしていない、または満たしているか分からないが、満たすた

めの取組を行っている」（19.5％）、および「この規格を満たすことを目指していないが、何らか

のアクセシビリティに関する取組を行っている」（23.6％）を合わせた割合が５割以上となってお

り、他の産業と比較して高くなっている（図表 ２-４ 参照）。 【企 10表】 

 

図表 ２-３ ホームページのＪＩＳ規格への準拠の状況（時系列） 

4.7 

4.5 

4.9 

9.6 

11.9 

10.8 

8.3 

9.0 

7.9 

19.0 

18.6 

18.0 

54.0 

52.3 

53.0 

4.3 

3.7 

5.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和３年

(n=2,214)

令和４年

(n=2,264)

令和５年

(n=2,492)

この規格（相当

する国際規格な

どを含む。以下

同じ）を満たし

ている

この規格を満た

していない、ま

たは満たしてい

るか分からない

が、満たすため

の取組を行って

いる

この規格を満た

すことを目指し

ていないが、何

らかのアクセシ

ビリティに関す

る取組を行って

いる

この規格また

はアクセシビ

リティとは何

かを知ってい

るが、取組は

行っていない

この規格およ

びアクセシビ

リティとは何

かを知らなか

った

無回答

(％)

 

 

 



 

6 

 

 

図表 ２-４ ホームページのＪＩＳ規格への準拠の状況（令和５年、産業分類別） 
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第３章  クラウドコンピューティング 
 

１  クラウドコンピューティングの利用状況 

 

（１）クラウドサービスの利用状況 

クラウドコンピューティング（以下「クラウド」という。）を「全社的に利用している」企業の

割合は 50.5％、「一部の事業所または部門で利用している」は 27.0％となっており、これらを合

わせたクラウド利用企業の割合は８割近くとなっている（図表 ３-１ 参照）。 

産業分類別にみると、「利用している」の割合は、情報通信業（93.4％）では９割を超えており、

金融・保険業（89.8％）、不動産業（89.3％）、および建設業（87.7％）では８割を超えている（図

表 ３-２ 参照）。 【企 11表】 

 

図表 ３-１ クラウドサービスの利用状況（時系列） 

42.6 

44.8 

50.5 

27.6 

27.3 

27.0 

9.8 

9.6 

7.6 

15.2 

12.6 

10.6 

4.6 

5.5 

4.0 

0.2 

0.2 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和３年

(n=2,396)

令和４年

(n=2,428)

令和５年

(n=2,640)

全社的に

利用している

一部の事業所

または部門で

利用している

利用していないが、

今後利用する

予定がある

利用していないし、

今後利用する

予定もない

クラウドに

ついてよく

分からない

無回答

(％)
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図表 ３-２ クラウドサービスの利用状況（令和５年、産業分類別） 

単位：％

クラウドサービスの利用状況

全 体 2,640 77.5 50.5 27.0 18.2 7.6 10.6 4.0 0.2 

[産業分類]

建設業 384 87.7 59.4 28.3 10.2 6.6 3.6 2.0 - 

製造業 426 78.7 48.4 30.3 19.3 9.6 9.7 1.5 0.5 

運輸業・郵便業 394 72.4 45.5 26.9 22.3 8.3 14.0 5.3 - 

卸売・小売業 375 79.6 52.1 27.5 17.2 7.2 9.9 2.9 0.3 

金融・保険業 189 89.8 74.8 14.9 9.8 5.5 4.2 0.5 - 

不動産業 173 89.3 59.4 29.9 7.4 3.3 4.1 2.8 0.5 

情報通信業 293 93.4 76.5 16.9 5.4 3.2 2.2 1.2 - 

サービス業、その他 406 71.4 45.4 26.0 21.2 7.4 13.8 7.4 - 

集
計
企
業
数

利
用
し
て
い
る

利
用
し
て
い
な
い

ク
ラ
ウ
ド
に
つ
い
て
よ
く
分
か

ら
な
い

無
回
答全

社
的
に
利
用
し
て
い
る

一
部
の
事
業
所
ま
た
は
部
門

で
利
用
し
て
い
る

利
用
し
て
い
な
い
が

、
今
後

利
用
す
る
予
定
が
あ
る

利
用
し
て
い
な
い
し

、
今
後

利
用
す
る
予
定
も
な
い

 

 

 



 

9 

 

 

（２）具体的に利用しているクラウドサービス 

クラウド利用企業が具体的に利用しているサービスの内容をみると、「ファイル保管・データ共

有」（68.7％）、「社内情報共有・ポータル」（55.8％）、「電子メール」（55.1％）などとなっている。

前年と比較すると、「ファイル保管・データ共有」は前年から 4.7ポイントの上昇、「データバッ

クアップ」においても前年から 5.1ポイント上昇している（図表 ３-３ 参照）。 【企 12表】 

 

図表 ３-３ 具体的に利用しているクラウドサービス（時系列） 
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（複数回答）
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（３）クラウドサービスを利用している理由 

企業がクラウドを利用している理由をみると、「場所、機器を選ばずに利用できるから」が

49.4％と最も高く、次いで、「資産、保守体制を社内に持つ必要がないから」（43.8％）、「安定運

用、可用性が高くなるから」（40.5％）、「災害時のバックアップとして利用できるから」（36.7％）

などとなっている（図表 ３-４ 参照）。 【企 13表】 

 

図表 ３-４ クラウドサービスを利用している理由（時系列） 
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（複数回答）

 
 

 



 

11 

 

 

（４）クラウドサービスの効果 

クラウドの利用に対し、「非常に効果があった」企業の割合が 33.3％、「ある程度効果があった」

が 54.6％となっており、両者を合わせると、効果があったと回答した企業の割合は 87.9％となっ

ている（図表 ３-５ 参照）。 【企 14表】 

 

図表 ３-５ クラウドサービスの効果（時系列） 
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（５）クラウドサービスを利用しない理由 

クラウドを利用していない企業の理由をみると、「必要がない」の割合が 44.7％と最も高くな

っており、以下、「クラウドの導入に伴う既存システムの改修コストが大きい」（24.2％）、「情報

漏えいなどセキュリティに不安がある」（24.2％）、「メリットが分からない」（16.1％）、「ネット

ワークの安定性に対する不安がある」（15.2％）などとなっている（図表 ３-６ 参照）。【企 15表】 

 

図表 ３-６ クラウドサービスを利用しない理由（時系列） 
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第４章  テレワーク 
 

１  テレワークの導入状況 

 

テレワークの導入状況をみると、「導入している」企業の割合が 49.9％となっており、前年の

51.7％から 1.8ポイントの低下となっている。「導入している」と「導入していないが、今後導入

予定がある」を合わせると 52.9％となり、前年の 55.2％から 2.3ポイント低下した（図表 ４-１ 参

照）。 

産業分類別にみると、「導入している」の割合は、情報通信業が 93.2％と最も高く、次いで、

金融・保険業が 81.2％となっている（図表 ４-２ 参照）。 

従業者規模別にみると、2,000 人以上の企業では 90.0％と最も高くなっている（図表 ４-３ 参

照）。 【企 16表】 

 

図表 ４-１ テレワークの導入状況（時系列） 
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図表 ４-２ テレワークの導入状況（時系列、産業分類別） 
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図表 ４-３ テレワークの導入状況（時系列、従業者規模別） 
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２  テレワークの導入形態 

 

テレワーク導入企業のテレワークの導入形態をみると、「在宅勤務」の割合が 90.0％と最も高

く、次いで、「モバイルワーク」（32.0％）、「サテライトオフィス勤務」（15.5％）となっている（図

表 ４-４ 参照）。 【企 16表】 

 

図表 ４-４ テレワークの導入形態（時系列） 
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12.8 

26.9 

0.8 

90.0 

15.5 

32.0 

1.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

在宅勤務

サテライトオフィス

勤務

モバイルワーク

ワーケーション

（％）

令和３年 (n=1,240)

令和４年 (n=1,255)

令和５年 (n=1,316)

※ 「無回答」を除いて集計

※ n値は比重調整後の導入企業数

※1 「ワーケーション」は令和４年調査からの項目

（複数回答）（複数回答）（複数回答）

※1

 

 

３  テレワークを利用する従業者の割合 

 

テレワーク導入企業について、テレワークを利用している従業者の割合をみると、「80％以上」

の割合は 12.2％と前年の 13.5％から 1.3 ポイント低下している。一方、「５％未満」の割合は

36.9％となっており、前年の 34.0％から 2.9ポイント上昇している。（図表 ４-５ 参照）。 

 【企 17表】 

 

図表 ４-５ テレワークを利用する従業者の割合（時系列） 

26.8 

34.0 

36.9 

8.5 

10.5 

11.8 

23.9 

21.7 

20.1 

11.5 

10.1 

8.2 

14.1 

10.0 

10.5 

14.8 

13.5 

12.2 

0.4 

0.3 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和３年

(n=1,240)

令和４年

(n=1,255)

令和５年

(n=1,316)

５％

未満

５％～

１０％未満

１０％～

３０％未満

３０％～

５０％未満

５０％～

８０％未満

８０％

以上

無回答

(％)

※ n値は比重調整後の導入企業数  
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４  テレワークの導入目的 

 

テレワーク導入企業の導入目的をみると、「新型コロナウイルス感染症への対応（感染防止や事

業継続）のため」が 79.1％と最も高く、次いで、「勤務者のワークライフバランスの向上」（42.7％）、

「非常時（地震、台風、大雪、新型コロナウイルス以外の感染症の流行など）の事業継続に備え

て」（42.0％）、「業務の効率性（生産性）の向上」（38.8％）、「勤務者の移動時間の短縮・混雑回

避」（37.7％）などとなっている（図表 ４-６ 参照）。 【企 18表】 

 

図表 ４-６ テレワークの導入目的（時系列） 

90.5

27.9

31.1

27.6

37.0

12.2

8.1

8.5

6.5

4.0

2.5

0.7

2.3

87.4

28.8

33.5

26.3

30.3

13.3

11.2

7.7

6.6

4.4

1.6

1.1

2.7

79.1

42.7

42.0

38.8

37.7

20.6

16.4

9.4

7.5

5.1

1.8

1.1

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

新型コロナウイルス感染症への対応

（感染防止や事業継続）のため

勤務者のワークライフバランスの向上

非常時（地震、台風、大雪、新型コロナウイルス

以外の感染症の流行など）の事業継続に備えて

業務の効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮・混雑回避

障害者、高齢者、介護・育児

中の社員などへの対応

人材の雇用確保・流出の防止

長時間労働の削減

オフィスコストの削減

業務の創造性の向上

顧客満足度の向上

省エネルギー、節電対策

その他

（％）

令和３年 (n=1,240)

令和４年 (n=1,255)

令和５年 (n=1.316)

※ n値は比重調整後の導入企業数

（複数回答）
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５  テレワークの効果 

 

テレワーク導入企業の導入目的に対する効果の有無をみると、「非常に効果があった」企業の割

合が 19.1％、「ある程度効果があった」が 64.2％となっており、両者を合わせると８割以上の企

業がテレワーク導入に効果があったとしている（図表 ４-７ 参照）。 【企 19表】 

 

図表 ４-７ テレワークの効果（時系列） 

17.4 

17.4 

19.1 

56.1 

62.1 

64.2 

4.7 

4.2 

4.0 

1.4 

0.8 

0.8 

19.4 

15.1 

11.3 

1.0 

0.4 

0.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和３年

(n=1,240)

令和４年

(n=1,255)

令和５年

(n=1,316)

非常に

効果があった
ある程度

効果があった

あまり効果が

なかった

マイナスの効果

があった

効果はよく

分からない

無回答

(％)

※n値は比重調整後の導入企業数
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６  テレワークを導入しない理由 

 

テレワークを導入しておらず、導入予定もない企業の理由をみると、「テレワークに適した仕事

がないから」が 77.7％と最も高く、次いで、「業務の進行が難しいから」（34.8％）、「社内のコミ

ュニケーションに支障があるから」（15.1％）、「情報漏えいが心配だから」（14.0％）、「顧客など

外部への対応に支障があるから」（13.6％）、「文書の電子化が進んでいないから」（13.0％）など

となっている（図表 ４-８ 参照）。 【企 20表】 

 

図表 ４-８ テレワークを導入しない理由（時系列） 
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35.7

5.6

13.4

14.4

15.6

3.8

4.2

3.9

4.9

7.5

2.9

1.0

6.8

2.4

81.1

35.4

8.0

14.7

13.1

12.9

4.7

4.1

3.8

5.5

6.5

3.2

0.9

6.3

1.5

77.7

34.8

15.1

14.0

13.6

13.0

6.7

6.5

6.0

5.1

5.0

3.5

1.5

6.6

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

テレワークに適した仕事がない

から

業務の進行が難しいから

社内のコミュニケーションに

支障があるから

情報漏えいが心配だから

顧客など外部への対応に

支障があるから

文書の電子化が進んで

いないから

周囲の社員にしわ寄せが

あるから

社員の評価が難しいから

導入するメリットがよく

分からないから

給与計算が難しいから

費用がかかりすぎるから

人事制度導入に手間が

かかるから

労働組合や社員から要望が

ないから

その他

無回答

（％）

令和３年（n=921）

令和４年（n=951）

令和５年（n=1,112）

（複数回答）
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７  テレワーク普及のために必要な要素 

 

企業がテレワーク普及のために必要とする要素についてみると、「企業内における取組」では、

「労務管理の適正化」（52.2％）、および「執務環境の整備」（41.3％）が４割以上となっており、

以下、「情報通信システムの高度化」（36.7％）などとなっている。「国または地方自治体による取

組・支援」では、「テレワーク導入企業などに対する補助・助成」が 43.3％と最も高く、以下、「サ

テライトオフィスなどの拠点整備に対する支援」（13.0％）などとなっている（図表 ４-９ 参照）。 

産業分類別にみると、不動産業、および情報通信業では、「テレワーク導入企業などに対する補

助・助成」の割合が６割近くとなっている。 

従業者規模別にみると、従業者規模が 1,000～1,999人、および 2,000人以上の企業では、「労

務管理の適正化」の割合が６割以上となっている（図表 ４-１０ 参照）。 【企 21表】 

 

図表 ４-９ テレワーク普及のために必要な要素（時系列） 
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42.8

36.8

12.7

49.6

11.5
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10.6

7.4

4.0

10.4

9.8

52.2

41.3

36.7

16.2

43.3

13.0

12.7

11.8

8.8

4.1

12.1

6.6

0 10 20 30 40 50 60 70

労務管理の適正化

執務環境の整備

情報通信システムの高度化

その他

テレワーク導入企業な

どに対する補助・助成

サテライトオフィスなどの

拠点整備に対する支援

テレワークの普及・啓発活動

（ｾﾐﾅｰ開催・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布など）

テレワークを普及拡大するための担い

手の育成（ｾﾐﾅｰ開催・研修実施など）

サテライトオフィスなどの

拠点運営に対する支援

テレワーク実施企業を受け入れる

地方自治体とのマッチング

その他

無回答

（％）

令和３年 （n=2,393）

令和４年 （n=2,426）

令和５年 （n=2,638）

企
業
内
に
お
け
る
取
組

国
ま
た
は
地
方
自
治
体
に
よ
る
取
組
・
支
援 （複数回答）
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図表 ４-１０ テレワーク普及のために必要な要素（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％
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地
方
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治
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と
の
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の
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点
整
備
に
対
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る
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サ
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ト
オ
フ
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の
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点
運
営
に
対
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る
支
援

テ
レ
ワ
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ク
を
普
及
拡
大
す
る
た

め
の
担
い
手
の
育
成

（
セ
ミ
ナ
ー

開
催
・
研
修
実
施
な
ど

）

そ
の
他

全 体 2,638 52.2 41.3 36.7 16.2 12.7 43.3 4.1 13.0 8.8 11.8 12.1 6.6 

[産業分類]

建設業 383 60.2 44.3 43.7 10.5 21.5 51.3 6.9 16.4 9.7 14.8 10.0 4.0 

製造業 426 53.3 42.1 34.6 15.0 10.2 41.0 1.7 10.9 7.2 10.6 11.8 5.4 

運輸業・郵便業 394 43.4 43.7 33.9 19.7 11.6 43.2 2.5 8.4 7.5 10.8 14.2 5.6 

卸売・小売業 374 56.7 44.7 36.9 13.6 16.1 45.8 4.3 11.6 7.3 11.0 10.0 6.1 

金融・保険業 189 62.1 45.6 53.0 15.2 15.8 54.8 1.5 15.2 8.9 9.2 4.9 2.9 

不動産業 173 64.0 46.4 35.6 9.2 14.6 57.6 6.0 13.0 11.3 11.1 7.1 5.4 

情報通信業 293 66.1 50.0 46.7 10.3 15.1 58.8 6.7 24.1 15.2 10.8 7.3 3.2 

サービス業、その他 406 46.5 35.5 35.8 20.0 10.9 38.4 5.6 14.4 9.9 13.4 14.6 9.4 

[従業者規模]

100～299人 1,852 49.3 40.8 34.7 16.3 11.9 42.6 4.0 12.4 8.4 11.6 13.4 8.0 

300人以上計 786 59.3 42.5 41.7 15.9 14.5 44.8 4.6 14.5 9.7 12.2 8.9 3.3 

300～499人 330 52.3 39.7 39.6 21.7 9.2 41.5 4.5 13.0 9.0 13.4 11.9 3.9 

500～999人 233 58.9 42.4 43.6 11.9 17.1 46.1 5.0 12.8 8.4 13.5 9.8 3.0 

1,000～1,999人 117 75.3 53.7 43.0 11.2 21.9 49.3 4.0 13.9 9.6 9.7 1.8 2.6 

2,000人以上 106 66.4 40.5 42.2 10.9 18.4 48.1 4.3 24.0 14.8 8.1 3.8 3.0 

（複数回答）

集
計
企
業
数

無
回
答

企業内における取組 国または地方自治体による取組・支援
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第５章  情報通信ネットワークの安全対策 
 

１  過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ被害 

 

インターネット利用企業における、過去１年間に発生したセキュリティ被害（コンピュータウ

イルスへの感染や不正アクセス、スパムメールの中継利用・踏み台など）で何らかの被害を経験

した企業は 53.8％となっている。 

被害の内容をみると、「標的型メールが送られてきた」（36.0％）が３割以上、「ウイルスを発見

または感染」（28.4％）が３割近くである。コンピュータウイルスについては、「コンピュータウ

イルスを発見したが感染しなかった」が 23.3％、「コンピュータウイルスに少なくとも１回は感

染した」が 5.1％となっている（図表 ５-１ 参照）。 【企 22表】 

 

図表 ５-１ 過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ被害（時系列） 

52.0 

32.8 
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0.3 

1.3 

47.2 

0.8 

62.0 

44.1 

32.4 

26.4 

6.1 

12.6 

3.4 

2.1 

1.2 

0.9 

1.7 

37.4 

0.6 

53.8 

36.0 

28.4 

23.3 

5.1 

11.1 

3.5 

2.3 

1.6 

1.2 

1.7 

46.0 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

何らかの被害を受けた

標的型メールが送られてきた

ウイルスを発見または感染

コンピュータウイルスを

発見したが感染しなかった

コンピュータウイルスに

少なくとも１回は感染した

スパムメールの中継利用・踏み台

不正アクセス

ＤｏＳ（ＤＤｏＳ）攻撃

故意・過失による情報漏えい

ホームページの改ざん

その他の被害

特に被害はない

無回答

（％）

令和３年 (n=2,393)

令和４年 (n=2,422)

令和５年 (n=2,636)

（複数回答）
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産業分類別にみると、何らかの被害を受けた企業の割合は、建設業（68.5％）、および製造業

（60.7％）において６割以上と高くなっている。 

従業者規模別にみると、規模が大きいほど「ウイルスを発見または感染」の割合は高い傾向と

なっている（図表 ５-２ 参照）。 【企 22表】 

 

図表 ５-２ 過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ被害 

（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％

全 体 2,636 53.8 36.0 28.4 23.3 5.1 3.5 11.1 2.3 1.2 1.6 1.7 46.0 0.2 

[産業分類]

建設業 384 68.5 49.4 39.6 32.7 6.8 2.5 18.1 1.1 1.5 0.8 1.0 31.5 - 

製造業 426 60.7 42.9 33.5 27.6 5.9 3.3 11.8 2.6 0.9 1.5 1.9 39.3 - 

運輸業・郵便業 394 48.1 32.6 21.8 17.3 4.5 2.4 10.6 1.1 1.2 0.3 1.3 51.6 0.3 

卸売・小売業 372 56.2 35.9 30.4 25.9 4.5 4.5 9.0 2.0 0.9 0.2 3.4 43.2 0.6 

金融・保険業 189 59.7 41.8 34.4 32.8 1.6 5.4 2.4 10.4 - 2.3 3.0 40.3 - 

不動産業 172 57.4 43.1 32.3 26.2 6.2 3.4 4.5 0.7 0.6 1.4 1.5 41.9 0.6 

情報通信業 293 57.1 37.8 34.3 30.9 3.4 8.0 7.1 6.4 2.3 5.6 1.7 42.4 0.5 

サービス業、その他 406 45.4 28.8 21.8 16.7 5.1 2.6 12.5 1.7 1.3 2.3 0.7 54.6 - 

[従業者規模]

100～299人 1,849 51.0 33.4 24.7 21.3 3.4 2.5 11.6 1.9 0.6 1.0 1.7 48.8 0.2 

300人以上計 787 60.7 42.4 37.2 28.1 9.1 5.7 9.9 3.3 2.5 3.2 1.8 39.2 0.1 

 300～499人 330 56.0 40.1 28.9 23.0 5.9 4.8 13.1 1.4 3.5 0.5 1.8 43.8 0.2 

 500～999人 234 60.3 40.7 38.1 30.0 8.1 4.8 9.0 2.5 2.2 2.3 1.1 39.7 - 

 1,000～1,999人 117 60.9 36.0 39.7 32.0 7.7 2.6 6.4 3.9 - 10.2 2.2 39.1 - 

 2,000人以上計 106 76.9 60.3 59.6 36.2 23.4 13.9 5.4 10.3 2.2 7.0 2.9 23.1 - 

   2,000～2,999人 49 83.8 65.9 61.8 34.1 27.7 6.4 10.3 4.5 1.7 4.1 5.9 16.2 - 

   3,000～4,999人 28 65.9 50.6 53.0 36.0 17.0 18.6 - 8.1 5.3 5.3 - 34.1 - 

   5,000人以上 29 77.6 61.7 62.7 39.4 23.3 20.3 3.4 20.6 - 12.5 1.2 22.4 - 

（複数回答）
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踏
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１
回
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感
染
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２  データセキュリティやウイルスへの対応状況 

 

インターネット利用企業における企業のデータセキュリティやウイルスへの対応状況をみると、

何らかの対応をしている企業の割合は 98.2％となっている。 

具体的な対応をみると、「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフトなど）にウイルス対策プログラム

を導入」が 82.6％と最も高く、以下、「サーバにウイルス対策プログラムを導入」（61.2％）、「Ｉ

Ｄ、パスワードによるアクセス制御」（57.8％）、「ファイアウォールの設置・導入」（52.8％）、「社

員教育」（52.7％）、「セキュリティポリシーの策定」（45.2％）、「ＯＳへのセキュリティパッチの

導入」（41.4％）などとなっている（図表 ５-３ 参照）。 

産業分類別にみると、情報通信業を除いた産業では、「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフトなど）

にウイルス対策プログラムを導入」が最も高くなっている（図表 ５-４ 参照）。 【企 23表】 
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図表 ５-３ データセキュリティやウイルスへの対応状況（時系列） 

97.1 

82.3 

61.0 

56.5 

51.0 

49.5 

42.8 

42.6 

36.9 

26.0 

21.2 

24.5 

17.9 

16.8 

21.7 

16.7 

16.2 

16.0 

15.7 

5.2 

1.9 

1.0 

97.8 

83.8 

57.4 

56.8 

51.5 

48.5 

40.4 

42.0 

36.2 

27.0 

23.5 

23.8 

17.6 

18.9 

19.1 

17.1 

16.7 

16.2 

13.6 

5.7 

1.6 

0.6 

98.2 

82.6 

61.2 

57.8 

52.8 

52.7 

45.2 

41.4 

37.0 

28.9 

25.3 

24.6 

20.2 

19.9 

19.1 

19.0 

18.4 

18.3 

15.9 

5.9 

1.5 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

対応している

パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログラムを導入

サーバにウイルス対策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの設置・導入

社員教育

セキュリティポリシーの策定

ＯＳへのセキュリティパッチの導入

アクセスログの記録

外部接続の際にウイルス

ウォールを構築

セキュリティ監査

データやネットワークの暗号化

認証技術の導入による利用者確認

回線監視

プロキシ（代理サーバ）などの利用

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)の設置・導入

セキュリティ管理のアウトソーシング

ウイルス対策対応マニュアルを策定

Ｗｅｂアプリケーションファイ

アウォールの設置・導入

その他の対策

特に対応していない

無回答

（％）

令和３年 (n=2,393)

令和４年 (n=2,422)

令和５年 (n=2,636)

（複数回答）
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図表 ５-４ データセキュリティやウイルスへの対応状況（上位５項目）（令和５年、産業分類別） 

単位：％

ｎ 1位 2位 3位 4位 5位

2,636 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

ファイアウォールの

設置・導入

社員教育

82.6 61.2 57.8 52.8 52.7
建設業 384 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

ファイアウォールの

設置・導入

社員教育

89.3 71.4 67.6 61.6 59.6
製造業 426 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

ファイアウォールの

設置・導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

社員教育

87.2 70.0 60.9 59.1 56.0
運輸業・郵便業 394 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

ファイアウォールの

設置・導入

社員教育

79.5 51.1 47.3 42.9 39.7
卸売・小売業 372 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

社員教育 ファイアウォールの

設置・導入

81.7 62.7 59.2 53.2 51.5
金融・保険業 189 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

社員教育 ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

ファイアウォールの

設置・導入

セキュリティポリシー

の策定

94.9 93.4 91.0 88.8 87.6
不動産業 172 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

社員教育 ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

ファイアウォールの

設置・導入

82.7 69.1 66.6 65.4 63.2
情報通信業 293 社員教育 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

セキュリティポリシー

の策定

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

94.3 94.1 91.7 90.5 83.5
サービス業、その
他

406 パソコンなどの端末

（ＯＳ、ソフトなど）に

ウイルス対策プログ

ラムを導入

ＩＤ、パスワードによ

るアクセス制御

サーバにウイルス対

策プログラムを導入

社員教育 ファイアウォールの

設置・導入

76.9 50.0 49.4 42.7 42.2

（複数回答）

【全  体】

産

業

分

類

別
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第６章  データの収集・利活用 
 

１  ＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの導入状況 

 

デジタルデータの収集または解析のための、企業のＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの

導入については、「導入している」が 16.9％、「導入していないが導入予定がある」が 11.3％、「導

入していない」が 59.7％、「分からない」が 12.2％となっている（図表 ６-１ 参照）。 

産業分類別にみると、金融・保険業では、「導入している」（34.7％）の割合が他の産業に比べ

て高くなっている。 

従業者規模別にみると、「導入している」の割合は、従業者規模が大きくなるにつれて高くなる

傾向にある（図表 ６-２ 参照）。 【企 24表】 

 

図表 ６-１ ＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの導入状況（時系列） 

14.9 

13.5 

16.9 

11.5 

10.5 

11.3 

62.3 

62.4 

59.7 

11.0 

13.6 

12.2 

0.4 

0.0 

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和３年

（n=2,396）

令和４年

（n=2,428）

令和５年

（n=2,640）

導入している 導入していないが

導入予定がある

導入していない 分からない 無回答

(％)
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図表 ６-２ ＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの導入状況（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

16.9 

15.4 

21.7 

11.8 

15.0 

34.7 

18.4 

25.8 

13.5 

11.3 

12.1 

13.9 

9.2 

11.9 

11.5 

16.6 

16.3 

8.1 

59.7 

66.5 

53.4 

68.1 

59.9 

46.2 

55.0 

49.3 

63.7 

12.2 

6.0 

10.9 

10.9 

13.2 

7.6 

9.9 

8.6 

14.7 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体 (n=2,640)

建設業(n=384)

製造業(n=426)

運輸業・郵便業

(n=394)

卸売・小売業

(n=375)

金融・保険業

(n=189)

不動産業

(n=173)

情報通信業

(n=293)

サービス業、

その他(n=406)

導入している 導入していないが

導入予定がある

導入していない 分からない 無回答

(％)

産

業

分

類

別

 

 

16.9 

13.6 

16.6 

22.5 

37.4 

43.3 

11.3 

9.9 

12.7 

12.0 

18.6 

22.7 

59.7 

64.0 

57.0 

56.8 

29.5 

26.3 

12.2 

12.5 

13.7 

8.7 

14.4 

7.7 

-

-

-

-

-

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体 (n=2,640)

100～ 299人

(n=1,853)

300～ 499人

(n=  330)

500～ 999人

(n=  234)

1,000～1,999人

(n=  117)

2,000人以上

(n=  106)

導入している 導入していないが

導入予定がある

導入していない 分からない 無回答

(％)

従

業

者

規

模

別
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２  デジタルデータの収集・解析の目的 

 

システムやサービスを導入している企業におけるデジタルデータの収集・解析の目的について

みると、「効率化・業務改善」が 86.0％と最も高くなっている。次いで、「顧客サービス向上」

（35.1％）、「事業の全体最適化」（26.8％）などとなっている（図表 ６-３ 参照）。 

産業分類別にみると、全ての産業において「効率化・業務改善」が最も高くなっている。 

従業者規模別にみると、全ての産業において「効率化・業務改善」が最も高くなっている。ま

た、従業者規模が 2,000人以上の企業では、「顧客サービス向上」の割合がほぼ６割となっている

（図表 ６-４ 参照）。 

ただし、産業分類別、従業者規模別でみた場合、標本サイズが小さいため誤差が大きくなるこ

とに留意が必要である。 【企 25表】 

 

図表 ６-３ デジタルデータの収集・解析の目的（時系列） 

86.8 

38.6 

24.9 

13.9 

13.3 

7.5 

-

86.4 

37.4 

28.1 

19.2 

12.7 

4.2 

-

86.0 

35.1 

26.8 

17.6 

11.3 

5.2 

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

効率化・業務改善

顧客サービス向上

事業の全体最適化

事業継続性

新規事業・経営

その他

無回答

（％）

令和３年 (n=379)

令和４年 (n=376)

令和５年 (n=483)

（複数回答）
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図表 ６-４ デジタルデータの収集・解析の目的（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％

効
率
化
・
業
務
改
善

事
業
継
続
性

事
業
の
全
体
最
適
化

新
規
事
業
・
経
営

顧
客
サ
ー

ビ
ス
向
上

そ
の
他

全 体 483 86.0 17.6 26.8 11.3 35.1 5.2 - 

[産業分類]

建設業 59 90.6 16.0 30.7 3.0 20.5 6.9 - 

製造業 95 93.6 14.5 26.4 6.9 19.4 4.4 - 

運輸業・郵便業 46 96.2 18.0 36.1 4.0 13.7 4.5 - 

卸売・小売業 56 76.9 15.3 22.7 13.9 40.8 6.6 - 

金融・保険業 65 94.1 31.2 33.3 26.9 63.3 4.8 - 

不動産業 31 74.4 11.4 47.6 19.0 42.5 9.6 - 

情報通信業 77 79.2 30.7 33.9 36.4 44.8 6.5 - 

サービス業、その他 54 81.7 17.9 22.6 7.5 52.0 4.2 - 

[従業者規模]

100～299人 269 88.7 17.9 24.3 9.7 27.4 5.2 - 

300人以上計 214 82.4 17.2 30.0 13.4 45.3 5.1 - 

300～499人 61 81.0 11.9 25.5 11.4 38.5 4.9 - 

500～999人 55 75.9 10.6 32.4 8.3 39.6 8.1 - 

1,000～1,999人 43 84.0 17.3 30.5 13.3 47.0 6.6 - 

2,000人以上 55 90.7 31.5 32.5 22.0 59.1 0.4 - 

（複数回答）

集
計
企
業
数

デジタルデータの収集・解析の目的 無
回
答
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３  システムやサービスを構成する機器 

 

ＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスを構成する機器についてみると、「監視カメラ」が

38.8％と最も高くなっている。次いで、「その他（チャットボットなど）」（35.5％）、「物理セキュ

リティ機器」（32.6％）、「センサー」（26.7％）などとなっている（図表 ６-５ 参照）。 

産業分類別にみると、金融・保険業では「ＯＣＲ」（59.7％）、製造業では「センサー」（50.3％）

の割合が、それぞれ５割以上となっている（図表 ６-６ 参照）。 

ただし、産業分類別、従業者規模別でみた場合、標本サイズが小さいため誤差が大きくなるこ

とに留意が必要である。 【企 26表】 

 

図表 ６-５ システムやサービスを構成する機器（時系列） 

30.8 

29.5 

29.5 

24.3 

16.9 

19.3 

12.3 

12.7 

6.6 

33.4 

-

36.9 

33.3 

26.3 

28.4 

24.3 

14.1 

17.0 

10.7 

3.6 

35.3 

-

38.8 

32.6 

26.7 

24.7 

21.6 

14.2 

9.3 

8.8 

2.9 

35.5 

-

0 10 20 30 40 50

監視カメラ

物理セキュリティ機器

センサー

非接触型ＩＣカード

ＯＣＲ

スマートメーター・エネルギー

マネジメントシステム

産業用ロボット

電子タグ（ＲＦＩＤタグ）

自動車向けセルラーモジュール

その他（チャットボットなど）

無回答

（％）

令和３年 (n=379)

令和４年 (n=376)

令和５年 (n=483)

（複数回答）
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図表 ６-６ システムやサービスを構成する機器（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％

ス
マ
ー

ト
メ
ー

タ
ー

・
エ
ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

物
理
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
機
器

電
子
タ
グ

（
R
F
I
D
タ
グ

）

非
接
触
型
I
C
カ
ー

ド

セ
ン
サ
ー

産
業
用
ロ
ボ

ッ
ト

監
視
カ
メ
ラ

自
動
車
向
け
セ
ル
ラ
ー

モ
ジ

ュ
ー

ル Ｏ
Ｃ
Ｒ

そ
の
他
（

チ
ャ
ッ

ト
ボ
ッ

ト
な

ど
）

全 体 483 14.2 32.6 8.8 24.7 26.7 9.3 38.8 2.9 21.6 35.5 - 

[産業分類]

建設業 59 21.8 35.1 9.3 27.3 13.8 6.3 39.7 5.0 38.3 36.8 - 

製造業 95 15.8 31.5 11.6 27.1 50.3 19.9 39.8 0.8 13.8 27.9 - 

運輸業・郵便業 46 1.8 24.2 14.5 20.7 17.1 4.3 34.2 14.6 32.9 34.1 - 

卸売・小売業 56 11.2 30.1 7.5 23.0 10.7 3.3 34.4 5.4 29.0 32.5 - 

金融・保険業 65 2.6 36.9 5.8 28.1 6.1 - 29.6 1.1 59.7 75.4 - 

不動産業 31 13.2 32.6 6.3 17.1 6.4 - 29.1 - 22.8 51.6 - 

情報通信業 77 2.8 47.9 8.5 26.2 5.5 3.1 38.8 - 23.2 51.6 - 

サービス業、その他 54 21.4 31.8 5.0 23.1 22.8 5.6 43.1 2.1 16.8 37.2 - 

[従業者規模]

100～299人 269 13.1 29.7 5.3 17.8 22.2 9.6 31.9 2.1 21.4 26.8 - 

300人以上計 214 15.7 36.5 13.4 34.0 32.7 9.1 47.9 4.1 22.0 47.2 - 

300～499人 61 13.9 27.5 4.7 38.3 33.1 9.8 36.2 8.7 19.0 34.2 - 

500～999人 55 15.7 40.7 19.2 41.2 28.2 5.4 58.3 3.6 7.3 39.3 - 

1,000～1,999人 43 2.1 32.5 9.1 14.9 22.8 - 43.3 - 23.2 53.7 - 

2,000人以上 55 29.6 46.1 20.7 36.2 46.1 20.4 53.7 2.5 42.6 67.4 - 

（複数回答）

集
計
企
業
数

システムやサービスを構成する機器 無
回
答
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４  システムやサービスの導入効果 

 

デジタルデータの収集または解析のためのＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの導入効果

については、「非常に効果があった」が 20.1％、「ある程度効果があった」が 61.8％となっており、

効果があったとする企業は 81.9％となっている。また、「効果はよく分からない」は 14.1％とな

っているものの、「マイナスの効果があった」という企業はなかった（図表 ６-７ 参照）。 

 【企 27表】 

 

図表 ６-７ システムやサービスの導入効果（時系列） 

24.9 

14.8 

20.1 
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12.9 

14.1 
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1.2 

1.0 
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令和３年

（n= 379)

令和４年

（n= 376)

令和５年

（n= 483)

非常に効果があった ある程度効果があった 変わらなかった

マイナスの効果があった

効果はよく

分からない

無回答

(％)
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５  ＩｏＴ／ＡＩ導入機器のネットワーク回線 

 

システムやサービスを導入している企業における導入機器のネットワーク接続形態については、

「有線」が 70.5％と最も高くなっている。次いで、「無線ＬＡＮ（Wi-Fi）」（57.7％）、「全国４Ｇ

サービス」（18.4％）などとなっている（図表 ６-８ 参照）。 【企 28表】 

 

図表 ６-８ ＩｏＴ／ＡＩ導入機器のネットワーク回線（時系列） 
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0.7 

0.6 

0.6 

3.0 

3.4 

2.0 

70.5 

57.7 

18.4 

9.4 

4.4 

1.0 

0.9 

0.5 

4.6 

3.3 

1.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

有線

無線ＬＡＮ（Wi-Fi）

全国４Ｇサービス

全国５Ｇサービス

ＬＰＷＡ

ローカル５Ｇ

自営等ＢＷＡ

全国／地域ＢＷＡ

その他の無線回線

ネットワークに接続していない

無回答

（％）

令和３年 (n=379)

令和４年 (n=376)

令和５年 (n=483)

（複数回答）
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６  システムやサービスを導入しない理由 

 

デジタルデータの収集または解析のためのシステムやサービスを導入しない理由についてみる

と、「導入すべきシステムやサービスが不明だから」が 45.3％と最も高くなっている。次いで、「使

いこなす人材がいないから」（42.1％）、「導入後のビジネスモデルが不明確だから」（39.8％）、「導

入コスト、運用コストがかかるから」（33.1％）などとなっている（図表 ６-９ 参照）。 

産業分類別にみると、情報通信業では「導入後のビジネスモデルが不明確だから」（54.6％）、

卸売・小売業では「導入すべきシステムやサービスが不明だから」（50.5％）の割合が、それぞれ

５割以上なっている。 

従業者規模別にみると、従業者規模が 2,000人以上の企業では、「導入後のビジネスモデルが不

明確だから」の割合が６割近くとなっている（図表 ６-１０ 参照）。 【企 29表】 

 

図表 ６-９ システムやサービスを導入しない理由（時系列） 

47.6 
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-

45.3 

42.1 

39.8 

33.1 

13.5 

7.6 

9.5 

-

0 10 20 30 40 50 60

導入すべきシステムや

サービスが不明だから

使いこなす人材が

いないから

導入後のビジネスモデルが

不明確だから

導入コスト、運用コストが

かかるから

導入に必要な通信インフラ

などが不十分だから

利活用や導入に関する法令

などの整備が不十分だから

その他

無回答

（％）

令和３年 (n=1,476)

令和４年 (n=1,507)

令和５年 (n=1,570)

（複数回答）
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図表 ６-１０ システムやサービスを導入しない理由（令和５年、産業分類別、従業者規模別） 

単位：％

導
入
に
必
要
な
通
信
イ

ン
フ
ラ
な
ど
が
不
十
分

だ
か
ら

利
活
用
や
導
入
に
関
す

る
法
令
な
ど
の
整
備
が

不
十
分
だ
か
ら

導
入
後
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
が
不
明
確
だ
か
ら

導
入
コ
ス
ト

、
運
用
コ

ス
ト
が
か
か
る
か
ら

使
い
こ
な
す
人
材
が
い

な
い
か
ら

導
入
す
べ
き
シ
ス
テ
ム

や
サ
ー

ビ
ス
が
不
明
だ

か
ら

そ
の
他

全 体 1,570 13.5 7.6 39.8 33.1 42.1 45.3 9.5 - 

[産業分類]

建設業 256 11.5 12.1 48.2 27.5 46.3 49.2 6.1 - 

製造業 227 12.9 5.1 36.5 32.2 41.8 42.8 11.1 - 

運輸業・郵便業 269 16.2 8.0 35.0 30.4 44.6 42.8 11.0 - 

卸売・小売業 228 17.9 11.6 45.0 43.3 43.5 50.5 5.7 - 

金融・保険業 88 5.4 3.7 42.0 25.3 33.5 37.6 18.5 - 

不動産業 96 17.3 9.1 48.6 27.0 48.2 38.5 8.2 - 

情報通信業 145 5.6 10.6 54.6 23.8 24.9 44.0 14.0 - 

サービス業、その他 261 11.9 5.6 36.5 31.0 42.4 44.7 9.8 - 

[従業者規模]

100～299人 1,192 12.9 7.1 38.8 34.0 43.0 45.7 9.8 - 

300人以上計 378 15.4 8.9 42.8 30.3 39.2 43.8 8.3 - 

300～499人 189 16.6 4.9 43.6 31.1 46.7 44.5 6.9 - 

500～999人 125 15.4 13.7 38.3 29.2 33.9 45.4 9.4 - 

1,000～1,999人 39 18.0 11.9 42.2 21.3 22.8 40.9 11.1 - 

2,000人以上 25 4.9 9.4 59.8 41.1 32.5 33.5 9.4 - 

（複数回答）

集
計
企
業
数

システムやサービスを導入しない理由 無
回
答
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第７章  個人データの利活用 
 

１  個人データの利活用について 

 

サービス開発・提供のために個人データ（顧客の基本情報、登録情報など）の活用または今後

の活用の意向については、「活用する予定はない」が 47.6％で最も高く、次いで、「ある程度活用

している」が 19.1％、「分からない」が 17.9％となっている。「既に積極的に活用している」は

6.8％であり、前年から 1.3ポイント上昇している（図表 ７-１ 参照）。 

産業分類別にみると、金融・保険業では「既に積極的に活用している」（26.9％）、および「あ

る程度活用している」（34.7％）の割合が、他の産業と比べて高くなっている（図表 ７-２ 参照）。 

従業者規模別にみると、従業者規模が 100～299人の企業では、「活用する予定はない」（50.2％）

の割合が５割以上である。また、2,000 人以上の企業では「既に積極的に活用している」、「ある

程度活用している」および「まだ活用できていないが、活用を検討している」を合わせた割合が

５割以上となっている（図表 ７-３ 参照）。 【企 30表】 

 

図表 ７-１ 個人データの利活用について（時系列） 
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0.5 
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令和３年

(n=2,396)

令和４年

(n=2,428)

令和５年

(n=2,640)

無回答
既に積極的に

活用している

ある程度

活用している

まだ活用できて

いないが、活用

を検討している

活用する予定はない
分からない

(％)
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図表 ７-２ 個人データの利活用について（令和５年、産業分類別） 
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19.1 

16.0 
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34.7 

28.7 
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8.3 

10.4 

6.8 

9.6 

11.9 

8.5 

16.1 

9.4 

5.9 

47.6 

50.4 

57.4 

58.8 

29.5 

19.0 

30.2 

47.5 

49.8 

17.9 

17.9 

18.8 

17.8 

15.5 

10.9 

15.2 

15.4 

19.6 

0.4 

0.3 

0.2 

0.3 

0.9 

－

0.4 

0.3 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（n=2,640）

建設業

（n=  384）

製造業

（n=  426）

運輸業・郵便業

（n=  394）

卸売・小売業

（n=  375）

金融・保険業

（n=  189）

不動産業

（n=  173）

情報通信業

（n=  293）

サービス業、その他

（n=  406）

無回答既に積極的に

活用している

ある程度

活用している まだ活用できて

いないが、活用

を検討している

活用する予定はない

分からない

(％)

産

業

分

類

別

 

 

図表 ７-３ 個人データの利活用について（令和５年、従業者規模別） 
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300～499人
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500～999人

（n=  234）

1,000～1,999人

（n=  117）

2,000人以上

（n=  106）

無回答

既に積極的に

活用している
ある程度

活用している

まだ活用できて

いないが、活用

を検討している

活用する予定はない

分からない

(％)

従

業

者

規

模

別
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２  個人データの活用方法 

 

サービス開発・提供のために個人データを活用または活用を検討している企業における活用場

面についてみると、「既存事業やビジネスモデルの拡大や強化のための自社内での活用」が 89.8％

と最も高くなっている。次いで、「新規事業や新たなビジネスモデルの創出のための自社内での活

用」（36.7％）などとなっている（図表 ７-４ 参照）。 

産業分類別にみると、全ての産業において「既存事業やビジネスモデルの拡大や強化のための

自社内での活用」が最も高くなっている（図表 ７-５ 参照）。 【企 31表】 

 

図表 ７-４ 個人データの活用方法（時系列） 

86.3 

34.3 

2.0 

4.2 

1.7 

88.5 

36.9 

1.7 

4.1 

1.7 

89.8 

36.7 

2.1 

4.9 

1.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

既存事業やビジネスモデルの拡大や

強化のための自社内での活用

新規事業や新たなビジネスモデルの創出

のための自社内での活用

他社へのデータ提供（データの売買など）

その他

無回答

（％）

令和３年 (n=969)

令和４年 (n=927)

令和５年 (n=982)

（複数回答）
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図表 ７-５ 個人データの活用方法（令和５年、産業分類別） 

単位：％

既
存
事
業
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
の
拡
大
や
強
化
の
た
め
の

自
社
内
で
の
活
用

新
規
事
業
や
新
た
な
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
の
創
出
の
た
め
の

自
社
内
で
の
活
用

他
社
へ
の
デ
ー

タ
提
供

（
デ
ー

タ
の
売
買
な
ど

）

そ
の
他

全 体 982 89.8 36.7 2.1 4.9 1.3 

[産業分類]

建設業 121 91.7 43.8 1.8 4.7 1.5 

製造業 99 87.9 41.7 1.8 4.2 1.0 

運輸業・郵便業 91 79.6 34.2 1.1 6.5 - 

卸売・小売業 206 92.4 32.0 2.6 3.7 0.8 

金融・保険業 133 97.1 53.6 4.9 2.9 - 

不動産業 95 94.7 41.2 1.3 3.2 - 

情報通信業 113 89.4 64.5 2.9 5.6 - 

サービス業、その他 124 88.9 30.6 1.6 6.6 2.7 

（複数回答）

集
計
企
業
数

個人データの活用方法 無
回
答
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３  個人データの取扱いに関して想定される課題・障壁 

 

個人データの取扱いや活用に関して、現在または今後想定される課題や障壁については、「個人

データ管理に伴うリスク（データ漏えいなど）」が 67.3％と最も高くなっている。次いで、「デー

タを取り扱う（処理・分析など）人材の不足」（35.9％）、「個人データの収集・管理に係るコスト

の増大」（31.4％）、「費用対効果が不明瞭」（26.6％）などとなっている（図表 ７-６ 参照）。 

産業分類別にみると、全ての産業において「個人データ管理に伴うリスク（データ漏えいなど）」

の割合が最も高くなっている（図表 ７-７ 参照）。 【企 32表】 

 

図表 ７-６ 個人データの取扱いに関して想定される課題・障壁（時系列） 
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67.3 

35.9 

31.4 

26.6 

20.3 

19.5 

3.5 

10.5 

3.1 

0 20 40 60 80

個人データ管理に伴うリスク

（データ漏えいなど）

データを取り扱う（処理・分析など）

人材の不足

個人データの収集・管理に係る

コストの増大

費用対効果が不明瞭

個人データに該当するかの判断が困難

個人データ取扱に伴うリスク

（消費者からの反発など）

その他

特に課題・障壁はない

無回答

（％）

令和３年 (n=2,387)

令和４年 (n=2,420)

令和５年 (n=2,640)

（複数回答）
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図表 ７-７ 個人データの取扱いに関して想定される課題・障壁（令和５年、産業分類別） 

単位：％

個
人
デ
ー

タ
に
該
当
す
る
か
の
判
断

が
困
難

個
人
デ
ー

タ
の
収
集
・
管
理
に
係
る

コ
ス
ト
の
増
大

個
人
デ
ー

タ
管
理
に
伴
う
リ
ス
ク

（
デ
ー

タ
漏
え
い
な
ど

）

個
人
デ
ー

タ
取
扱
に
伴
う
リ
ス
ク

（
消
費
者
か
ら
の
反
発
な
ど

）

費
用
対
効
果
が
不
明
瞭

デ
ー

タ
を
取
り
扱
う

（
処
理
・
分
析

な
ど

）
人
材
の
不
足

そ
の
他

全 体 2,640 20.3 31.4 67.3 19.5 26.6 35.9 3.5 10.5 3.1 

[産業分類]

建設業 384 23.2 30.7 67.2 16.8 31.0 42.4 4.2 11.1 1.9 

製造業 426 22.3 33.6 67.2 17.3 29.8 34.9 4.1 11.6 2.7 

運輸業・郵便業 394 19.1 23.5 59.2 12.4 27.5 35.7 4.9 15.0 2.0 

卸売・小売業 375 21.3 34.4 75.1 28.1 27.3 40.5 1.3 6.5 2.1 

金融・保険業 189 10.9 44.0 83.6 24.6 22.7 39.8 1.6 7.1 1.2 

不動産業 173 12.2 30.1 78.4 22.7 24.6 41.4 2.4 6.4 2.1 

情報通信業 293 19.3 39.4 77.5 25.8 24.6 28.7 5.8 9.7 0.6 

サービス業、その他 406 19.0 28.2 61.8 16.7 23.4 33.9 3.6 11.4 4.9 

（複数回答）

集
計
企
業
数

特
に
課
題
・
障
壁
は
な
い

無
回
答

個人データの取扱いに関して想定される課題・障壁
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第８章  公共インフラとしての電話リレーサービス 
 

１  電話リレーサービスの活用における取組や体制 

 

聴覚障害者等による電話リレーサービスを通じた問い合わせを、スムーズに（聴者を含む）社

員が受け付けるための取組や体制についてみると、「整備しておらず社内で周知したことがない」

の割合が 96.4％となっている。 

産業分類別にみると、金融・保険業では、「社内のルールや応対マニュアル等を整備し、概要に

ついて社内で周知」（23.8％）、および「整備していないものの概要について社内で周知」（8.9％）

の割合が他の産業に比べて高くなっている（図表 ８-１ 参照）。 【企 33表】 

 

図表 ８-１ 電話リレーサービスの活用における取組や体制（令和５年、産業分類別） 
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（n=  189）
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（n=  173）

情報通信業

（n=  293）

サービス業、その他

（n=  406）

無回答社内のルールや応対

マニュアル等を整備

し、概要について社内

で周知

整備していない

ものの概要につ

いて社内で周知

整備しておらず

社内で周知した

ことがない

(％)

産

業

分

類

別
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２  電話リレーサービスの法人登録 

 

聴覚障害者等の雇用に際して、障害当事者の人が電話を用いる業務を実施できるよう電話リレ

ーサービスの法人登録の有無についてみると、「聴覚障害者等を雇用していない」が 81.4％と最

も高く、次いで、「聴覚障害者等を雇用しているが法人登録は検討していない」（14.4％）となっ

ている。 

産業分類別にみると、製造業、および金融・保険業では、「聴覚障害者等を雇用しているが法人

登録は検討していない」の割合が２割以上となっている（図表 ８-２ 参照）。 【企 34表】 

 

図表 ８-２ 電話リレーサービスの法人登録（令和５年、産業分類別） 
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建設業

（n=  384）

製造業

（n=  426）

運輸業・郵便業
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卸売・小売業

（n=  375）

金融・保険業

（n=  189）

不動産業

（n=  173）

情報通信業

（n=  293）

サービス業、その他

（n=  406）

無回答.聴覚障害者等

を雇用して法人

登録をしている

聴覚障害者等

を雇用して法人

登録を検討して

いる

聴覚障害者等

を雇用して法人

登録は検討して

見送った

聴覚障害者等

を雇用している

が法人登録は

検討していない

聴覚障害者

等を雇用して

いない

(％)

産

業

分

類

別

その他
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３  法人登録に際しての課題点 

 

法人登録をしている、または検討した（している）企業における電話リレーサービスの法人登

録に当たり課題となる点についてみると、「雇用している（または雇用を予定している）聴覚障害

者等に対し、電話を使う業務を任せていない（または現状は想定されていない）点」が 63.2％と

最も高く、以下、「社内ルールの整備」（45.2％）、「導入コスト（端末含む）」（19.5％）などとな

っている（図表 ８-３ 参照）。 【企 35表】 

 

図表 ８-３ 法人登録に際しての課題点（令和５年） 

63.2 

45.2 

19.5 

18.4 

10.8 

-
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雇用している（または雇用を予定している）聴覚障

害者等に対し、電話を使う業務を任せていない

（または現状は想定されていない）点

社内のルール整備

導入コスト（端末含む）

サービス概要や導入意義等に対する

社内の理解

その他

無回答

（％）

令和５年 (n=22)

（複数回答）

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

調査票 

（企業編） 
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（２） 問２（１）でホームページを「1. 開設している」と回答した企業にお尋ねします。 

ホームページを高齢者や障害者を含む誰もが利用できるようにするための基準として、ウェブコンテンツの 

アクセシビリティに関する規格(JIS X 8341-3:2016）が定められています。 

貴社のウェブコンテンツのアクセシビリティの取組状況について、該当する番号１つに○を付けてください。 

１. この規格（相当する国際規格などを含む。以下同じ）を満たしている 
（適合レベルにも、どちらか○を付けてください。      a. 適合レベル AA以上  b. 適合レベル A ） 

２．この規格を満たしていない、または満たしているか分からないが、満たすための取組を行っている 

３．この規格を満たすことを目指していないが、何らかのアクセシビリティに関する取組を行っている  

４．この規格またはアクセシビリティとは何かを知っているが、取組は行っていない 

５．この規格およびアクセシビリティとは何かを知らなかった 

問３ 貴社におけるクラウドコンピューティングの利用状況についてお尋ねします。 

（１） クラウドコンピューティング（以下「クラウド」といいます。）注を利用していますか。該当する番号１つに○を付けて

ください。   注：ＡＳＰ※（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｐｒｏｖｉｄｅｒ）が提供するＳａａＳ※（Ｓｏｆｔｗａｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ)なども含まれます。 

１．全社的に利用している 

２．一部の事業所または部門で利用している 

３．利用していないが、今後利用する予定がある 

４．利用していないし、今後利用する予定もない 

５. クラウドについてよく分からない 

 

（２） 問３（１）で「１」または「２」を回答した企業にお尋ねします。 

①具体的に利用しているサービスは何ですか。該当する番号すべてに○を付けてください。 

１．ファイル保管・データ共有 

２．データバックアップ 

３．社内情報共有・ポータル 

４．電子メール 

５．スケジュール共有 

６．プロジェクト管理 

７．取引先との情報共有 

８．営業支援 

９．研究・開発関係 

10．システム開発、web サイト構築 

11．e ラーニング 

12．給与、財務会計、人事 

13．受注販売 

14. 購買 

15．生産管理、物流管理、店舗管理 

16．課金・決済システム 

17．認証システム 

18．その他 

 

②サービスを利用している理由は何ですか。該当する番号すべてに〇を付けてください。 

１．既存システムよりもコストが安いから 

２．資産、保守体制を社内に持つ必要がないから 

３．システムの容量の変更などに迅速に対応できるから 

４．システムの拡張性が高いから（スケーラビリティ） 

５．サービスの信頼性が高いから（情報漏えいなど対策） 

６．安定運用、可用性が高くなるから 

７．場所、機器を選ばずに利用できるから 

８．災害時のバックアップとして利用できるから 

９．その他 

 

③問３（２）②で回答したサービスを利用する理由に対して、サービスの利用効果はありましたか。該当する番号１

つに〇を付けてください。 

１．非常に効果があった 

２．ある程度効果があった 

３．あまり効果がなかった 

４．マイナスの効果があった 

５.効果はよく分からない 

次ページ問３（３）へお進みください 
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③問４（２）②で回答したテレワーク導入目的に対して、テレワーク導入の効果はありましたか。該当する番号

１つに○を付けてください。 

１．非常に効果があった 

２．ある程度効果があった 

３．あまり効果がなかった 

４．マイナスの効果があった 

５．効果はよく分からない 

 

（３） 問４（１）で「３．導入していないし、具体的な導入予定もない」に回答した企業にお尋ねします。 

導入しない理由として、該当する番号すべてに○を付けてください。 

（４） 問４（１）で「１」、「２」または「３」に回答した企業にお尋ねします。 

テレワークがより一層普及するために必要な要素は何だと思いますか。該当する番号すべてに〇を付けてください。 

問５ インターネットを利用している企業に、セキュリティ対策についてお尋ねします。 

（１） 過去１年間において、以下の被害を受けましたか。該当する番号すべてに○を付けてください。 

注１：特定の組織・個人に対して、機密情報の窃取などを目的として、ウイルスを添付するなどして送られるメールのことをいいます。 

注２：企業などのコンピュータシステムに無許可で侵入し、システムに不具合を起こしたり、不正に利用したりすることをいいます。 

注３：受信者の都合を無視し、無差別かつ大量に配信されるメールのことをいいます。 

注４：サーバに大量のパケットを送ってシステムをダウンさせ、サービスを不能にする攻撃のことをいいます。 

１．テレワークに適した仕事がないから  

２．業務の進行が難しいから 

３．導入するメリットがよく分からないから 

４．社員の評価が難しいから 

５．社内のコミュニケーションに支障があるから 

６．周囲の社員にしわ寄せがあるから 

７．労働組合や社員から要望がないから 

８. 情報漏えいが心配だから 

９. 顧客など外部への対応に支障があるから 

10．費用がかかりすぎるから 

11．人事制度導入に手間がかかるから 

12．給与計算が難しいから 

13．文書の電子化が進んでいないから 

14．その他 

＜企業内における取組＞ 

 １．労務管理の適正化  ２．執務環境の整備  ３．情報通信システムの高度化  ４．その他 

＜国または地方自治体による取組・支援＞ 

５．テレワークの普及・啓発活動 

（セミナー開催・パンフレット配布など） 

６．テレワーク導入企業などに対する補助・助成 

７．テレワーク実施企業を受け入れる地方自治

体とのマッチング 

８．サテライトオフィスなどの拠点整備に対する支援 

９．サテライトオフィスなどの拠点運営に対する支援 

10．テレワークを普及拡大するための担い手の育成

（セミナー開催・研修実施など） 

11．その他 

１．標的型メール注１が送られてきた 

２．コンピュータウイルスを発見したが感染しなかった 

３．コンピュータウイルスに少なくとも１回は感染した 

４．不正アクセス注 2 

５．スパムメール注 3の中継利用・踏み台 

６．ＤｏＳ（ＤＤｏＳ）攻撃注4  

７．ホームページの改ざん 

８．故意・過失による情報漏えい 

９．その他の被害 

10．特に被害はない 



 

5 

 

（２） 貴社では、情報通信ネットワークのデータセキュリティやウイルス対策に関して、どのように対応していますか。

該当する番号すべて注 1に○を付けてください。 

注１：「３．セキュリティ管理のアウトソーシング」への○の有無にかかわらず、外部委託または外部サービスの利用によって、
対策の一部を実施している場合も､各選択肢の番号に○を付けてください。 

注２：IPS（不正侵入防御システム）を含みます。 

 

問６ データの収集・利活用についてお尋ねします。 

（１） 近年、デジタルデータを収集または解析することで、新たな価値の創出や課題の解決が可能になりつつありま
す。貴社では、これらのことを行うためにＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスを導入していますか。  
該当する番号１つに○を付けてください。 

 

 

（２） 問６（１）で「１. 導入している」と回答した企業にお尋ねします。 

①デジタルデータの収集・解析の目的は何ですか。該当する番号すべてに○を付けてください。 

②具体的に導入しているシステムやサービスを構成する機器はどれですか。該当する番号すべてに○を付け
てください。 

注１：電気・ガス・水道使用量などをデジタルで計測し、メーター内に通信機能を持たせた使用量などの管理機器のことをいいます。 

注２：入退室管理システムや映像監視システムを構成する機器などをいいます。（IC カード認証、生体認証、監視・防犯カメラなど） 

注３：温度、圧力、位置などを感知する機器のことをいいます。 

注４：車をネットワークにつなげることを目的とした車載型の無線モジュールのことをいいます。 

注５：紙面にある文字などの情報を電子システム上に読み取る機器のことをいいます。 

１． セキュリティポリシーの策定 

２． セキュリティ監査 

３． セキュリティ管理のアウトソーシング 

４． 社員教育 

５． パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフトなど）にウイルス
対策プログラムを導入 

６． サーバにウイルス対策プログラムを導入 

７． ＯＳへのセキュリティパッチの導入 

８． 外部接続の際にウイルスウォールを構築 

９． ウイルス対策対応マニュアルを策定 

10．ＩＤ、パスワードによるアクセス制御 

11． アクセスログの記録 

12． 認証技術の導入による利用者確認 

13． データやネットワークの暗号化 

14． 回線監視 

15． ファイアウォールの設置・導入 

16． プロキシ（代理サーバ）などの利用 

17． 不正侵入検知システム（ＩＤＳ）注 2の設置・導入 

18． Ｗｅｂアプリケーションファイアウォールの 
設置・導入 

19． その他の対策 

20． 特に対応していない 

１. 導入している 

２. 導入していないが導入予定がある 

３. 導入していない 

４. 分からない 

１. 効率化・業務改善 

２. 事業継続性 

３. 事業の全体最適化 

４．新規事業・経営 

５．顧客サービス向上 

６．その他 

１. スマートメーター注１・エネルギー
マネジメントシステム 

２. 物理セキュリティ機器注２ 

３. 電子タグ（RFID タグ） 

４. 非接触型 IC カード 

５. センサー注３ 

６. 産業用ロボット 

７. 監視カメラ 

８. 自動車向けセルラー 
モジュール注４ 

９. ＯＣＲ注５ 

10. その他（チャットボットなど） 

次ページ問６（３）へお進みください 
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（３） 貴社において、個人データの取り扱いや活用に関して、現在または今後想定される課題や障壁について、該

当する番号すべてに〇を付けてください。 

 

問８ 公共インフラとしての電話リレーサービス注１の活用についてお尋ねします。 
注１：「電話リレーサービス」とは、聴覚障害者等と聴覚障害者等以外の者との会話を、通訳オペレータが手話・文字と音声を通訳するこ

とにより電話で双方向につなぐサービスです。令和３年７月から、公共インフラとしての提供が開始されました。 

（１） 貴社において、聴覚障害者等による電話リレーサービスを通じた問い合わせをスムーズに（聴者を含む）社員

が受け付けるための取組や体制について、該当する番号１つに○を付けてください。 

（２） 貴社では、聴覚障害者等注２の雇用に際し、障害当事者の方が電話を用いる業務を実施できるよう、電話リレ

ーサービスの法人登録をしていますか。該当する番号１つに○を付けてください。 

注２：「聴覚障害者等」とは、聴覚、言語機能または音声機能の障害のため、音声言語により意思疎通を図ることに支障がある方の

ことです。 

（３） 問８(２)で「１」、「２」または「３」と回答した企業にお尋ねします。 

電話リレーサービスの法人登録にあたり、現状貴社の中で課題となる（または検討段階で課題となった）点は何
ですか。該当する番号すべてに〇を付けてください。 

 

１． 個人データに該当するかの判断が困難 

２． 個人データの収集・管理に係るコストの増大 

３． 個人データ管理に伴うリスク（データ漏えいなど） 

４． 個人データ取扱に伴うリスク（消費者からの反発など） 

５． 費用対効果が不明瞭  

６． データを取り扱う（処理・分析など）人材の不足        

７． その他  

８． 特に課題・障壁はない 

１．社内のルールや応対マニュアル等を整備しており、電話リレーサービスの概要についても社内で周知した

ことがある 

２．社内のルールや応対マニュアル等は整備していないものの、電話リレーサービスの概要について社内で

周知したことがある 

３．社内のルールや応対マニュアル等は整備しておらず、電話リレーサービスの概要についても社内に周知し

たことがない 

１. 聴覚障害者等を雇用（または雇用を検討）しており、現在電話リレーサービスの法人登録をしている 

２. 聴覚障害者等を雇用（または雇用を検討）しており、現在電話リレーサービスの法人登録を検討している 

３. 聴覚障害者等を雇用（または雇用を検討）しており、過去に電話リレーサービスの法人登録を検討したが登

録を見送ったことがある 

４. 聴覚障害者等を雇用（または雇用を検討）しているが、現状電話リレーサービスの法人登録は検討していな

い 

５. 聴覚障害者等を雇用していない 

６．その他 

１．社内のルール整備 

２. 雇用している（または雇用を予定している）聴覚障害者等に対し、電話を使う業務を任せていない（または

現状は想定されていない）点 

３. 導入コスト（端末含む） 

４. サービス概要や導入意義等に対する社内の理解 

５. その他 










	調査の概要
	調査結果の概要（目次）
	第１章 インターネットの接続状況
	１ インターネットの利用
	（１）インターネットの利用状況
	（２）インターネットの接続回線


	第２章 インターネットによる情報発信
	１ ホームページの活用
	（１）ホームページの開設状況
	（２）ホームページのＪＩＳ規格への準拠の状況


	第３章 クラウドコンピューティング
	１ クラウドコンピューティングの利用状況
	（１）クラウドサービスの利用状況
	（２）具体的に利用しているクラウドサービス
	（３）クラウドサービスを利用している理由
	（４）クラウドサービスの効果
	（５）クラウドサービスを利用しない理由


	第４章 テレワーク
	１ テレワークの導入状況
	２ テレワークの導入形態
	３ テレワークを利用する従業者の割合
	４ テレワークの導入目的
	５ テレワークの効果
	６ テレワークを導入しない理由
	７ テレワーク普及のために必要な要素

	第５章 情報通信ネットワークの安全対策
	１ 過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ被害
	２ データセキュリティやウイルスへの対応状況

	第６章 データの収集・利活用
	１ ＩｏＴやＡＩなどのシステムやサービスの導入状況
	２ デジタルデータの収集・解析の目的
	３ システムやサービスを構成する機器
	４ システムやサービスの導入効果
	５ ＩｏＴ／ＡＩ導入機器のネットワーク回線
	６ システムやサービスを導入しない理由

	第７章 個人データの利活用
	１ 個人データの利活用について
	２ 個人データの活用方法
	３ 個人データの取扱いに関して想定される課題・障壁

	第８章 公共インフラとしての電話リレーサービス
	１ 電話リレーサービスの活用における取組や体制
	２ 電話リレーサービスの法人登録
	３ 法人登録に際しての課題点


	調査票
	調査票の記入の手引き・用語集



